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  実数(千人） 増減率（％） 
  2000 2005 2010 2015 2000 2005 2010 
  ～2005 ～2010 ～2015 
全国計 126,926 127,768 128,057 127,110 0.7 0.2  -0.7  
  (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)   
九州計 13,446 13,353 13,204 13,021 -0.7 -1.1  -1.4  
  (10.6) (10.5) (10.3) (10.2)   
 福岡県 5,016 5,050 5,072 5,103 0.7 0.4  0.6  
 佐賀県 877 866 850 833 -1.3 -1.9  -1.9  
 長崎県 1,517 1,479 1,427 1,378 -2.5 -3.5  -3.4  
 熊本県 1,859 1,842 1,817 1,787 -0.9 -1.3  -1.7  
 大分県 1,221 1,210 1,197 1,167 -0.9 -1.1  -2.5  
 宮崎県 1,170 1,153 1,135 1,104 -1.5 -1.5  -2.7  
 鹿児島県 1,786 1,753 1,706 1,649 -1.8 -2.7  -3.4  
注：(    )内は対全国シェア（％）。 










一方、地方圏のシェアは 2001 年度の 44.8％から 2007 年度の 43.8％へ低下した後、2010 年度
に 44.3％へ上昇し、2013 年度はほぼ同水準となっている。九州のシェアは、2001 年度の 8.6％
から 2005年度の 8.4％へ低落した後、この水準で 2007年度まで推移したが、2010年度には 8.8％
へ上昇している（表２参照）。 
                                                     
4 東京都への本社移転の加速化と本社機能の強化、情報サービス産業の集積については、町田［2016］13
～22 頁を参照のこと。 
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表２ 九州における県内総生産の対全国シェアの推移 
％ 
  2001 2005 2007 2010 2013 
全国計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  
九州計 8.6 8.4 8.4 8.8 8.6  
 福岡県 3.4 3.4 3.4 3.6 3.6  
 佐賀県 0.6 0.5 0.6 0.6 0.5  
 長崎県 0.9 0.8 0.8 0.9 0.9  
 熊本県 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1  
 大分県 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8  
 宮崎県 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7  
 鹿児島県 1.1 1.1 1.1 1.1 1.0  




2005～2010 年度に第 2 次産業の対全国シェアは 7.2％から 8.1％に上昇し、福岡県においても
2.7％から 3.1％に上昇しており、製造業が九州経済の全国の中での地位の引き上げに寄与して
いる（表３参照）。他方、第３次産業の対全国シェアはおおむね横ばいで推移している。ただし





  2001 2005 2010 年 2013 
第１次産業 18.0 17.7 17.5 17.7  
九州計 第 2 次産業 7.4 7.2 8.1 7.5  
第３次産業 8.8 8.7 8.8 8.8  
第１次産業 2.6 2.5 2.6 2.6  
福岡県 第 2 次産業 2.8 2.7 3.1 2.8  
第３次産業 3.6 3.7 3.7 3.8  
出所：内閣府経済社会総合研究所「平成 25 年度県民経済計算年報」2016 年版より作成。 
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表４ 九州の製造業の製造品出荷額、従業者数の推移 
2000 2005 2010 2014 
実数 全国計 3,004,776 2,953,455 2,891,077 3,051,340 
製造品 （億円） 九州計 197,541 201,981 213,412 222,052 
出荷額等 対全国 全国計 100.0 100.0 100.0  100.0  
シェア（％） 九州計 6.6 6.8 7.4  7.3  
従業者数 
実数 全国計 9,183,833 8,156,992 7,663,847 7403269 
（人） 九州計 712,318 638,766 623,455 601939 
対全国 全国計 100.0 100.0 100.0  100.0  
















て初めて進出し、その後 1992 年にトヨタ自動車九州（株）（福岡県宮若市）、2004 年にダイハ
ツ九州（株）（大分県中津市）が操業を開始した7。生産台数の対全国シェアは､1993 年の 4.0％
から 2010 年には 11.8％と約３倍に拡大し、「カーアイランド九州」と呼ばれる地位を確立した。 
対全国シェアが上昇したとはいえ、九州における製造業の従業者数は 2000 年の 71.2 万人か
ら 2013 年の 60.2 万人へ 15.5％減少している。九州が県内総生産の面では対全国シェアがおお
むね横ばいで推移しているにもかかわらず、人口の面では全国平均を上回る減少率を示してい
るのは、雇用吸収力を低下させつつある製造業が生産活動における全国の中での地位の維持を
                                                     
5 九州経済調査協会［2012］81～82 頁。 
6 九州経済調査協会［2012］87 頁。 
7 九州経済調査協会［2012］66 頁。 















表５ 上場企業の本社数・支所数が多い都市―2010 年― 
本社 支所 
順位 都市名 本社数 順位 都市名 支所数 
1 東京特別区 1,026 1 東京特別区 1,386 
2 大阪市 287  2 大阪市 952 
3 名古屋市 83  3 名古屋市 940 
4 横浜市 53  4 福岡市 765 
5 神戸市 41  5 仙台市 661 
5 京都市 41  5 広島市 588 
7 福岡市 26  7 札幌市 570 
8 川崎市 18  8 横浜市 505 
9 札幌市 17  9 さいたま市 324 






                                                     
8 日本の「垂直型」国土構造については、中村［2004］149～150 頁による。 
9 九州経済調査協会［2015］91 頁。 
10 藤本［2015］23 頁。 
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  2000 2005 2010 2015 
全国計 46,136,101 47,278,951 48,580,293 50,617,045 
実数 「東南圏」 7,655,814 7,629,115 7,657,671 7,827,798 
（人）  釜山広域市 3,662,884 3,523,582 3,414,950 3,400,069 
 蔚山広域市 1,014,428 1,049,177 1,082,567 1,142,469 
 慶尚南道 2,978,502 3,056,356 3,160,154 3,285,260 
全国計 100.0  100.0 100.0 100.0  
対全国 「東南圏」 16.6  16.1 15.8 15.5  
シェア  釜山広域市 7.9  7.5 7.0 6.7  
（％）  蔚山広域市 2.2  2.2 2.2 2.3  
 慶尚南道 6.5  6.5 6.5 6.5  
注：2015 年は推計値。 
出所：Korea Statistical Yearbook, 2005、2010、2015 より作成。 
  
                                                     
11 九州経済調査協会［2015］93 頁。 
12 李［2010］22～23 頁。 
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政権（1961～1979 年）の下
で急速な経済成長と産業構造の変化が進む直前の 1960 年における首都圏の人口の対全国シェ
アは 20.8％にとどまっていた13。その後、1970 年 28.3％、1980 年 35.5％、1990 年 42.8％、2000








（28.8％）を抜いて首座を占めていた。高度成長が展開すると 1970 年には首都圏が 36.2％で東


















造成の効果が東南圏の域内総生産の対全国シェアに現れたのは 1980 年代であり、1980 年の






市のシェアは 22.9％から 19.5％に低下しているが、京幾道のシェアが 17.1％から 24.5％へ大幅
に上昇して埋め合わせている。 





                                                     
13 以下、この節の韓国に関する計数は、Korea Statistical Yearbook より算出。 
14 文［2015］122 頁。 
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表７ 韓国「東南圏」における域内総生産の推移 
    2000 2005 2010 2014 
  全国計 577,970.9 869,304.6 1,265,146.1 1,484,542.0 
実数 「東南圏」 99,923.5 148,016.7 214,009.0 245,776.2 
（十億ウォン）  釜山広域市 33,839.8 48,068.6 63,737.2 73,743.7 
   蔚山広域市 28,355.3 41,697.3 62,852.4 69,548.4 
   慶尚南道 37,728.4 58,250.8 87,419.4 102,484.1 
  全国計 100.0 100.0 100.0  100.0  
対全国シェア 「東南圏」 17.3 17.0 16.9  16.6  
（％）  釜山広域市 5.9 5.5 5.0  5.0  
   蔚山広域市 4.9 4.8 5.0  4.7  
   慶尚南道 6.5 6.7 6.9  6.9  
注：2014 年は暫定値。 





















                                                     
15 釜山人的資源開発院［2017］11 頁。 
















1990 1995 1998 2001 2005 2010 2014
％













全国計 559,408 848,484 1,326,114 1,486,574 
「東南圏」 139,136 220,517 359,218 393,458 
 釜山広域市 18,939 28,276 40,663 41,215 
 蔚山広域市 68,421 107,335 174,439 209,976 




全国計 100.0 100.0 100.0  100.0  
「東南圏」 24.9 26.0 27.1  26.5  
 釜山広域市 3.4 3.3 3.1  2.8  
 蔚山広域市 12.2 12.7 13.2  14.1  




全国計 2,652,590 2,865,549 2,636,177 2,904,914 
「東南圏」 588,488 616,119 600,959 659,375 
 釜山広域市 184,647 167,364 132,537 141,460 
 蔚山広域市 131,771 141,409 139,000 166,114 




全国計 100.0 100.0 100.0  100.0  
「東南圏」 22.2 21.5 22.8  22.7  
 釜山広域市 7.0 5.8 5.0  4.9  
 蔚山広域市 5.0 4.9 5.3  5.7  
 慶尚南道 10.3 10.7 12.5  12.1  









                                                     
17 向山［2010］１～２頁。 






















  1990 2000 2010 2015 
企業数 315 1,026 2,048 2,573 
生産額（10 億ウォン） 8.5 16.2 43 52  
輸出額（10 億ウォン） 1.4 6.5 18.9 18.5  











価な労働力をもつ中国に競り負け、新規受注額では 2009 年から、完工高では 2010 年から首座
を明け渡した22。アベノミクスによる円安、ウォン高により 2016 年には新規受注量において 17
年ぶりに日本を下回り、第３位に転落した。巨済市の造船業では大規模なリストラが断行され
                                                     
18 説明の際、昌原市商工会議所［2016］が配布された。 
19 以下、昌原市の経済については、昌原市商工会議所［2016］12～15 頁による。 
20 旧鎮海市の経済停滞については昌原市商工会議所のヒアリングにおける説明。 














22 ARC 国別情勢研究会［2015］127 頁。 
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突出して高い23。2014 年 12 月の大韓商工会議所の発表によると、韓国のサービス産業の労働生
産性（付加価値/就業者数、2012 年）の製造業に対する比率は 46.6％で、日本（83.0％）、ドイ
ツ（72.8％）と比較して著しく低く、サービス産業の高度化が立ち遅れている24。 


























山広域市の対全国シェアは 1985 年 7.7％、1995 年 5.8％、2002 年 4.8％と低下傾向を示してい
る。釜山広域市に蔚山広域市（1.1％）、旧昌原市（1.1％）、旧馬山市（0.4％）を合わせても、
「東南圏」には上場企業本社の 7.4％(2002 年)が立地しているにすぎない。 
  
  
                                                     
23 百本［2015］51 頁。 
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